
評価調査結果要約表 

 
I. プロジェクトの要約 

国：フィジー共和国 プロジェクト名称：南太平洋大学 ICT キャパシ

ティビルディングプロジェクト 

課題／分野：情報通信技術 協力形態：技術協力プロジェクト 

担当部課：  

経済基盤開発部、運輸交通・情報通信グループ、運輸交通・情報通信第二課 

協力期間 2010 年 2 月 1 日~ 2013 年

1 月 31 日 

 

パートナー国の実施機関：  

- 南太平洋大学 

 

国内協力機関：  

- 総務省 

関連協力プロジェ

クト 

（無償）南太平洋大学情報通信技術センター整備計画 

１－１ 協力の背景と概要 
南太平洋大学(The University of the South Pacific: USP)は、1968 年に地域島嶼国 12 カ国がそれぞ

れ資金を拠出し共同設立した域内最高水準の国際高等教育機関である。USP は、フィジー国の首

都スバの本校舎に域内各国から留学生を受け入れるとともに、域内各国の学生に対し衛星通信を

利用した遠隔教育(USP-Net)を実施している。大洋州地域は高等教育機関が少なく、USP の遠隔キ

ャンパスが唯一の高等教育機関である国も少なくない。 

過去 2002 年～2005 年には、技術協力プロジェクトとして、コンピュータ科学・情報システム

教育、遠隔教育、IT 研究開発に対する支援が実施された。その後も、増加する学生数に対して ICT

関連施設の不足を補うため、我が国の無償資金協力により、大洋州における情報通信技術の中核

施設となる「Japan-Pacific ICT センター（以下、ICT センター）」を建設し、JICA は 2010 年 2

月から 2013 年 1 月まで、USP をカウンターパート機関として技術協力プロジェクト「南太平洋大

学 ICT キャパシティビルディングプロジェクト」を実施している。本プロジェクトに対し、現在

派遣中の 2 名の長期専門家に加え、延べ 20 名程度の短期専門家の派遣が開始されている。 

 
１－２ 協力内容 

(1) プロジェクト目標： 

1) USP において魅力的な CS/IS コースおよび ICT 関連コースが大洋州地域に提供される 
2) USP における ICT 関連施設が強化される 

 

 



(2) 上位目標： 

1) USP が大洋州地域の ICT 人材育成に寄与する 
2) USP における ICT 関連学習環境が改善される 

 

(3) 成果 

１．新しいコンピュータ科学・情報システム学士号コースが整備される 
２．USP-Net（遠隔教育システム）の利用が効率化され、遠隔教育学習環境が向上する 
３．遠隔教育において新 ICT 技術が活用され、推進される 
４．Japan-Pacific ICT センターの運営方針及び体制が確立される 
 

(4) 投入（2011 年 6 月 8 日時点、※1FJD＝46.89JPY で換算） 

日本側： 
長期専門家派遣 2 名 
機械供与：621,956.00 FJD 
短期専門家延べ 20 名程度（(株)パデコ(業務実施契約)、熊本大学、JP-CERT） 
その他の在外事業強化費：26,336.28 FJD 
研修（本邦研修：3 コース合計 5 名） 
 
USP 側： 
カウンターパート配置 22 名 
専門家オフィススペース提供 
ローカルコスト負担（大学職員日当旅費、プロジェクトオフィス光熱費、通信費他）： 

約 211,590.00 FJD 

２．評価調査団の概要 

調査団員数 3 名 
1) 団長・総括 新関 良夫 JICA 国際協力専門員 
2) 協力企画 狩野 剛 JICA 経済基盤開発部 
   運輸交通・情報通信第二課 調査役 
3) 評価分析 織本 厚子 （株）日本開発サービス研究員 

調査期間：2011 年 6 月 18 日～2011 年 7 月 3 日 評価の種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の検証 

(1) インプット 

日本側の専門家派遣、本邦研修及び機材投入（衛星設備等）について、内容は適当であると考

えられる。タイミングについては、チーフアドバイザー派遣が７ヶ月遅れたことを除き、適当

であった。 

USP 側は、PDM で定められた通りのインプットを実施しているが、2010 年 5 月以降 ICT センタ

ー長の空席状態が続いている。 

(2) アウトプット 

現行 PDM に基づき、ほとんどの成果の達成レベルは現状では適当であると考えられる。しか

しながら、成果の達成を評価するのに適切ではない指標が存在するため、PDM の改訂を提言

した。 

(3) プロジェクト目標の達成状況 

＜プロジェクト目標＞ 

1) USP において魅力的な CS/IS コースおよび ICT 関連コースが大洋州地域に提供される 
2) USP における ICT 関連施設が強化される 



本調査は中間レビューのため、達成状況を評価するには時期尚早ではあるが、現時点での実績

としては、新しい学士号プログラムである「Software Engineering」、「Net Centric Computing」
が USP 評議会で公式に承認され、2011 年 7 月からの開始が予定されている。 
 

３－２ 実施プロセスの検証 

(1) 活動 

プロジェクトは、おおむね PDM 及び活動計画（PO）通りに活動を実施している。 

(2) 技術移転の手法 

JICA の本邦研修、長期・短期専門家による OJT、セミナー・ワークショップにより、様々な

形で技術移転を行い、カウンターパートに高く評価されている。 

(3) プロジェクト管理 

カウンターパートに対するプロジェクト管理としては、当初「プロジェクト会合」を定期的に

開催していたが、プロジェクトのスコープの広さ及び関係者の多さから内容が希薄になる等の

課題があり、第一回合同調整委員会（JCC）以降、開催しないことが決まっている。代替手段

として、専門家が関連する委員会・会合に積極的に参加することを通じて、各活動の状況を把

握している。 
日本人専門家に対するプロジェクト管理としては、長期・短期専門家ともにチーフアドバイザ

ーを中心に情報共有がなされている。プロジェクト開始直後のチーフアドバイザー不在期間中

は、各専門家の努力によって穴埋めされてはいたが、過剰な負荷がかかっていたようである。

チーフアドバイザーの派遣後は、労務管理やタイムマネジメントも含めて管理がなされてい

る。 

(4) プロジェクトに対する認識 

カウンターパートや USP の学生におけるプロジェクトの認識度は高かった。しかしながら、

教育省担当者はプロジェクトを明確には認識しておらず、大洋州地域のドナーである SPC に

おいても、プロジェクトの存在は認識していたが、活動の詳細については把握していなかった。 

(5) プロジェクトの効果発現に影響した要因 

2010 年にトンガで開催された ICT 大臣会合において、ICT センターに PacCERT、PIRRC、PITA、

ITU の入居及び、USP と SPC が大洋州地域における ICT 開発を主導することが承認されたこ

とはプロジェクトの実施に正の影響を与えると考えられる。 
チーフアドバイザー不在については、業務調整員／ネットワーク専門家および 7 ヶ月後に赴任

したチーフアドバイザーの努力により、プロジェクトに対する影響は最小限に抑えられたと考

えられる。 
ICT センター長不在問題については、センター長不在に係る負の影響を抑えるために、プロジ

ェクトスーパーバイザーを中心にいくつかの活動はカバーされているものの、特に成果 4
「Japan-Pacific ICT センターの運営方針及び体制が確立される」に影響を与えていると考えら

れる。 

 

３－３ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

妥当性は非常に高い。 

パシフィック・プランにおける大洋州地域デジタル戦略や、USP における戦略計画及び 3 ヶ

年計画とも合致している。日本の援助の方向性に関しては、北海道で開催された第５回日本・

太平洋諸国フォーラムの首脳宣言における「持続的な開発」に沿っており、JICA 事業展開計

画においても島嶼・遠隔地教育支援プログラムに沿って案件が形成されている。 

(2) 有効性 

プロジェクト目標の目標達成度を測るには次期尚早であるが、プロジェクトは中間地点におい

て、着実に前進しており、有効性が発現し始めている。 

(3) 効率性 

効率性はやや高い。 



成果４「Japan-Pacific ICT センターの運営方針及び体制が確立される」に遅れが見られるもの

の、大部分の成果の達成は順調である。また、チーフアドバイザー投入のタイミングを除き専

門家の投入内容、機材の投入内容及び研修の実施内容は適切であった。しかしながら、ICT セ

ンター長に関しては未だ不在となっている。 

(4) インパクト 

プロジェクトの上位目標の達成の検証には時期尚早であるが、すでに２点のポジティブなイン

パクトが発現している。ネガティブなインパクトは現在のところ見られない。 

① USP は、フィジーの公立中高等学校の e-learning の開始を支援することが決まっており、

本プロジェクトで技術が向上したカウンターパートにより、プロジェクトを越えた協力が

開始される予定である。 

② フィジー国立大学の ICT 関連のインストラクターおよび講師は、すべて USP 卒業生であ

る。その内何名かは現在も USP で修士号取得中である。また、今後、ICT センターで実施

されるイベント等にも積極的に参加するとしており、プロジェクトを越えて、ICT 人材開

発に貢献していくことになる。 

(5) 自立発展性 

政治や組織の立場から見ると、パシフィック・プランの大洋州地域デジタル戦略や USP の 2020
年に向けたビジョン等の存在もあり、USP は長期にわたる継続的なコミットメントが期待で

き、信頼できるカウンターパートである。 
また、導入する ICT 関連技術、ツールについては、USP のマネジメント層も教育提供のため

のツールとして認識し、大洋州地域の実情にあったものを導入し、技術者も育成されている。

そのため、プロジェクト終了後にメンテナンス技術不足などによって使われなくなるなどの問

題は起きにくいと考えられる。 

 

３－４ 結論 

C/P や関係者からのヒヤリング、現地調査、関係機関との協議や文献調査の結果、評価チーム

は、中間地点としてのプロジェクト全体の実績は満足のいくものであるという結論に達した。 

全体的には、C/P の熱意や、日本人専門家に対する評価は高く、良好な人間関係のもとにプロ

ジェクトが実施されている。 

また、USP という一つの機関を支援することで大洋州各国が裨益するという効率性、衛星技術

の活用(Ku-band 等)による、これまで高等教育のもたらされてこなかった地域への教育環境の整

備などが、大洋州地域における教育機会の増加や、日本の大洋州地域におけるプレゼンスに非常

に大きな貢献があると認められた。 

 

３－５ 提言 

約 1 年半のプロジェクトの残り期間においては、プロジェクトの成功裏の終了へ向けて、以下

の 3 点に留意する必要がある。 
 

(1) PDM の改定 

PDM は、評価の基準であり、本調査では以下の点を留意する必要が生じた。 

- 指標が、定性的である。 
- 一部指標が、達成度の評価ができる表現ではない。 
- 活動、成果、プロジェクト目標の関係が明確ではない部分がある。 
1 年半後のプロジェクトの終了を目指して、より正確な評価を行うためにも、上記の視点から

見た PDM の改定が必要である。 

 

(2) ICT センター長の早期指名 

ICT センターの活用は、本プロジェクトにおける重要な要素の一つである。しかしながら、



プロジェクト開始当初在籍したセンター長が、3 ヶ月で辞任したのち、現在に至るまで不在の

状態が続いている。 
UPS 側は、副学長補（Dr. Esther Batiri Williams）、ICT センター長代理（Mr. Kisione W. Finau）
などの関係者がチームとして、不在をカバーしているが、多忙でもあり、すべての職務を代

替できているわけではない。また、ICT センター長という大きな責任のある職位が長期に不

在であることは、対外的にも問題がある。 
 

(3) 関係者の水平連携 

日本においても、組織の縦割りは大きな問題であるが、その打破は掛け声倒れに終わること

が多い。本プロジェクトにおいては、ITIL（IT サービスマネジメントのフレームワーク）の

導入が、以前は、縁の下の力持ち存在であった ITS の役割を関係者に再認識させ、モチベー

ションをあげると同時に、関係者間の協力も促進され、部門の壁を越えた水平連携の効果を

実感する契機となった。このような水平連携は、以前の USP においては見られなかった仕事

の進め方であり、プロジェクト内のみならず、プロジェクトを越えて更に強化されることが

望まれる。 
 



 


